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中期目標期間業務実績評価調書：海員学校 
 

業 務 運 営 評 価（個別項目ごとの認定） 
 

 
中期目標項目 評定結果 評定理由 意見 

２．業務運営における効率化に関する事項 

（１）組織運営の効率化の推進 

効率的な組織運営を推進するため、全国８校に分散してい

る各校の運営について、本部による一括管理を行い、事

務機能の集約化を図る。 

 

Ａ 

 

 

・本部を静岡市清水区に設置し、総務部及び教

務部による各校の事務・教務・生徒指導を統

括し一括管理体制を整え、事務機能の集約化

が図られている。 

 

 

 

（２）人材の活用の推進 

教育実施のため必要な役職員を確保するとともに、海事

関連行政機関、民間機関あるいは他の船員教育機関等の

知見を活用し、組織の一層の活性化を図るため、これら

の機関との人事交流を推進する。 

 

 Ａ 

 

・必要な役職員の確保がなされている。 

・海事関連行政機関、民間機関及び他の船員教

育機関との人事交流については、期間中４０

名の交流を図るという目標に対し、期間中の

累計は４２名であり、目標値が達成されてい

る。 
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（３）業務運営の効率化の推進 

船員教育の効果的かつ効率的な実施を図るため、技術の発

展に伴う教育機材等の計画的整備を行うとともに、その稼

働率の向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

・教育機材等の整備状況は以下のとおりであ

る。 

  ⅰ．カッター      ４隻購入 

  ⅱ．小型教習艇     １隻購入 

  ⅲ．レーダ・ＡＲＰＡ・シミュレータ実習

装置に視界再現装置の付加 

  ⅳ．機関シミュレータ装置の導入  

  ⅴ．機関科視覚教育訓練支援システムの導

入 

  ⅵ．航海科視覚教育訓練支援システムの導

入  

  ⅶ．船舶自動識別装置（ＡＩＳ）を練習船

に装備 

また、既存の装置を含めた教育機材の稼働率

の向上に努め、５年間の平均で２８．３％向

上し計画値が達成されている。 

 

 
 

また、施設管理業務等の外部委託化を含めた業務運営の効

率化を図るとともに、一般管理費（人件費、公租公課等の

所要額計上を必要とする経費を除く。）について、中期目

標期間中に見込まれる当該経費総額（初年度の当該経費相

当分に５を乗じた額。）を２％程度抑制する。 

 

Ｓ 

・清水校及び波方校の賄い業務の外部委託及び

各校で生徒不在時の庁舎管理等の外部委託

を実施し総額１，１２０万円の経費の抑制が

なされている。 

また、一般管理費については、光熱水料、通

信費の削減に努めた結果、中期目標期間中に

見込まれる当該経費総額を４．４％抑制し、

目標が達成されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 施設管理業務等の外部委託

化及び一般管理費の抑制は、そ

れぞれの実績が顕著であり評

価できる。 
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３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に

関する事項 

（１）海員の養成のための教育の実施 

独立行政法人海員学校法第１０条第１号に基づき、海員養

成のための教育を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

・目標どおり、全国８校（後７校）において海

員の養成のための教育がきめ細かく実施さ

れている。 

 また、専修科校の就職率が、中期計画の目標

値９０％に対し、８８．６％とわずかに目標

値に達しなかったが、国家試験の合格率は専

修科、本科ともに目標値を遙かに上回る実績

を上げるとともに、その他の数値目標につい

ても最終年度に於いてすべて目標値が達成

されている。 

 

 

 

 

  

教育の実施に際しては、広く優秀な学生・生徒を確保する

ことに努め、機器の自動化や情報技術等の技術革新、実務

教育の充実による一層の即戦力化等に対応した教育課程

を設定し、これに基づき、学生、生徒の理解度の向上及び

満足度の向上を図るとともに、司ちゅう・事務科、本科及

び専修科について適正な養成数に基づく再編を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

・船員に求められる技術、資質等の変化に対応

できるよう、専修科校に単位制を導入し、新

たな選択科目を増やす等、授業内容の改訂を

実施している。 

 また、中期計画にしたがい平成１７年度専修

科の養成定員を拡充し、沖縄校を廃校とし、

国土交通大臣から示された国土交通省の見

直し案に基づき、平成１８年度の司ちゅう・

事務科の学生募集を停止することにより養

成数の再編が図られている。 

 

 

加えて研修等の実施による職員の質の向上を図り、より効

果的な船員教育を目指す。 

 

 

 

 

Ａ 

・職員の質の向上については、教官の乗船研修、

教育研修、職員の研修及び関係する教育機関

や海運業界との意見交換会を計画どおり実

施しそれぞれの数値目標が達成されている。
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さらに教育に関する自己評価体制を構築し、効果的な教育

への反映を図る。 

 

 

Ａ 

・生徒による授業評価を実施するとともに、研

究授業、授業研究会を実施し、授業方法や教

材の活用方法の改善に反映させている。 

 

 

（２）成果の普及・活用促進 

独立行政法人海員学校法第１０条第２号に基づき、教育修

了者が海事産業へ円滑に就職し、その知識・技術を活かせ

るよう、組織的に就職相談、就職指導等を推進する。 

 

Ａ 

 

・本部教務部を本所、各校を支所として無料船

員職業紹介所が開設されている。 

 

 

また、船員教育及び船舶運航関係の知識、技術の普及・活

用促進を図るため、研修員の受け入れ及び職員の専門家と

しての派遣を推進する等、技術移転等に関する業務の推進

を図る。 

 

 

 

 

Ａ 

・船員教育及び船舶運航関係の知識、技術の普

及び活用の促進を図るため、教育実習生の受

け入れを毎年実施するとともに、全国水産高

等学校実習船運営協会からの司ちゅう部職

員を対象とした調理技術研修会を開講する

等、技術移転に関する業務に積極的に取り組

んでいる。 

 

 

さらに、関係委員会等へ専門分野の委員等の派遣を推進

し、専門知識の活用を図る。 

 

 
Ａ 

・関係委員会等への職員の派遣については、期

間中合計４３名を派遣し専門知識の活用が

図られている。 
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４．財務内容の改善に関する事項 

運営費交付金を充当して行う事業については、「２ 業務

運営の効率化に関する事項」で定めた事項について配慮し

た中期計画の予算を作成し、当該予算による運営を行う。

学校の業務の範囲内において、自己収入の確保を図る。 

 

Ａ 

 

 

 

 

・自己収入の確保を図るため、授業料の改定を

２回実施するとともに、各種証明書の発行手

数料の徴収が実施されている。 

 

５．その他業務運営に関する重要事項 

（１）施設・設備の整備 

学校の目的の確実な達成のため、必要となる施設設備に関

する整備計画を策定し、効果的な業務運営を図る。 Ａ 

 

 

・整備計画に基づき、波方校の技業棟新鋭工事

及び清水校の耐震改修工事等を実施し効果

的な業務運営が営まれている。 

 

（２）人事に関する事項 

業務運営の効率化を図り、人員の適正配置による計画的な

人員の抑制を図る。 Ａ 

 

・期末の常勤職員数が、計画どおり期首の９

１％に削減されている。 

 

＜記入要領＞・項目ごとの「評定結果」の欄に、以下の段階的評定を記入するとともに、その右の「評定理由」欄に理由を記入する。 
ＳＳ：中期目標の達成状況として特筆すべき優れた実績を上げている。 
Ｓ ：中期目標の達成状況として優れた実績を上げている。 
Ａ ：中期目標の達成状況として着実に実績を上げている。 
Ｂ ：中期目標の達成状況として概ね着実に実績を上げている。 
Ｃ ：中期目標の達成状況として十分な実績が上げられていない。 

・ＳＳをつけた項目には、特筆すべきと判断した理由として、他の項目における実績との違いを「評定理由」欄に明確に記述するものとする。 
・必要な場合には、右欄に意見を記入する。 



中期目標期間業務実績評価調書：海員学校 
 

総合的な評定 
 

業 務 運 営 評 価（実施状況全体） 
 

ＳＳ Ｓ Ａ Ｂ Ｃ  

評点の分布状況 

（項目数合計：１４項目） 
 

 

 
１項目 

 
１３項目 

 

 

 

 

 
総 合 評 価 

 

（中期目標の達成状況） 

中期目標期間の数値目標に関しては、専修科、本科とも国家試験の合格率が目標値を大きく超えている。

他の数値目標についても、最終年度において概ね目標値を達成している。 
また、数値目標以外の項目については、中期目標期間中にその目標は達成されている。 

（課題・改善点、業務運営に対する意見等） 

特になし 

 

（その他推奨事例等） 

本科校全校を対象とした校内実力テストのように、各学校で始まった小さな取り組みが、全校に広がっ

ていくように組織が機能していることは評価できる。 

 

総合評定 

（SS , S , A , B , C の５段階） 

 

Ａ 

 

（評定理由） 

 業務運営の効率化及び業務の質の向上に関する取り組み等につい

ては、第一期中期計画に掲げた各目標を着実に推進し、改善策など

的確に実施されている。 

 また、第二期中期目標期間における取り組みについても、前進的

に実施している。 




